
サステイナブルコミュニティ 創生シンポジウム

「再生可能エネルギー利用
と地域再生の可能性」

平成30年2月28日８水曜日
一橋大学一橋講堂

NPO農都会議 理事
（一社）エネ経会議 理事

NPO バイオマス産業社会ネットワーク 副理事長
竹林 征雄

suge0802@888.zaq.jp

今の高校生が50歳になる年
将来世代につけを残さないために

を目標に2050年

活性化、持続可能な などは
耳障りが良いだけ、現世代は

覚悟と行動で
当事者意識を持ち
FIT期間終了後も、再エネ基軸の

終わりのないまちづくりを

変わる勇気、変えない勇気
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どうしてバイオマス熱電併給を目指すのか？

地域内で お金を儲ける
地域内経済循環で お金を廻す

地域からお金（利益）を 域外へ出さない

これが活性化
こうなれば、人が集まり、商店街も潤い始め

更に、木材も、ゴミ・糞尿も活用が進み、省エネと合わせ
温暖化ガスも削減し始める

目的を明確に、数値目標を明確に、行動を
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人
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盤

三方良し
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世界の課題

パリ協定 1.5℃以内、2℃以下へ

温暖化ガスの増大

人口/産業/運輸の拡大

全球的大異常気象

諸悪の根源は人為的なもの

今世紀最大の環境問題 ☞ 地球温暖化

現在76億人☞2050年 100億人に
日本は温暖化ガス12.7億ｔ☞2.8億ｔへ

人類は
1種/870万種

191.3ｇ/km人

17.3g/km人

自家用車鉄道

EV化へ
アクセル

温室効果ガス世界資料センター

世界炭酸ガス濃度推移

温室効果ガス安定化濃度：450ppm
今世紀中に実質 排出ゼロへ

現在405ppm

今のままでは2040年に到達

温暖化（気候変動の加速）、人口増、貧困、地下資源有限性、資本主義の限界3



SDGｓ：目標７「安価でクリーンな持続可能エネルギーを」
2030年国連目標：「永続的な環境・社会・経済の統合」

７エネルギーを皆
にそしてクリーンに

目標７
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誰一人置き去りにしない/世界共通…課題・言語
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世界のエネルギー資源確認埋蔵量

富士山 1/5
1900億ｍ３

琵琶湖
6個分

2015～2030年ピーク説

Ｗ40Km×Ｈ3.8Km

オイルサンド・オリノコオイルは約
4400億バーレルある

＋100年説も
シェールガス 可採年数＝確認可採埋蔵量÷年間生産量

ウラン確認可採埋蔵量は費用130＄/kg未満
2010年日本契約量約40万ｔＵ

いずれにしても後100年前後！

エネルギー需要
世界2009：112億ｔ

2035：173億ｔ
1.5倍

アジア 2009：39億ｔ
2035：76億ｔ

1.9倍

有 限！

2℃上昇に抑えると、
化石燃料確認埋蔵量の
20％しか使用できず、

大幅減損に！

コスト度外視
技術的採掘
可能量約2倍

（1,867億ｔ）



日本の課題認識

１ 少子化 …出生97万人、出生率1.44、若い女性の都会集中

２ 高齢化 …死亡者130万人、介護・医療費増大、独居老人 孤独死

３ 人口減 …2055年 1億人以下に 2040年 900市町村存続が困難

４ 過疎化 …消滅部落、消滅団地、900自治体に可能性が

５ 一極集中 …人、人材（知識、大学、研究機関、行政）、資金

６ 温暖化意識 …国民の意識も、政府の対応も大変低い

７ エネルギー …低自給率（8.4％）、脱原子力（安全安心低コスト 神話の
崩壊） 石炭依存（約40基 31.6％…世界は脱石炭火力）

８ 再エネ …大量導入策？（簡単…石炭/原発関連からの助成を移転）
系統連系枠無し（実は大幅にパイプに余裕あり）、高コスト、
国民の低意識、低導入目標22～24％（世界の笑いもの）、
水力（河川法）、バイオガス（生ごみ分別、低導入率）、地熱

（法整備）木質（PKS,パームオイル、小型ガス化設備は海外）

９ 林業衰退 …特に林業総生産額約4500億円 如何に拡大産業化

10 AI IoT化 …スマートフォン、スマートファクトリー、スマートコミュニティーの取組遅れ
低い生産性（一人当たりGDP22位389万＄）
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＊日本には、木材一貫した事業が成立しておらず、総合森林製材利用産業が
纏まっていない

＊なんと、森林総生産は、4,500億円…笑っちゃいけません、内キノコが約半分
＊伐っても儲からない 参考 木材産業2.5兆円
＊山林従事者は３Kで、低賃金、夏の下草刈りは最悪
＊だから、木質資源はあるが 「伐る人がいない、伐り出せない」
＊だから、林業従事者 5万人、高齢率10％（平均の2倍）
＊資源を伐れても、大手遠方発電所用に既に契約済みである
＊日本には、燃料専門工場もない
＊造林の機械化ができていないので、人手により低効率
＊不在地主（迷子の森林）が癌、山に入れない、道を作れない
＊路網が未整備、日本の山は土壌が柔らかく、崩れやすい

ないないづくしの山林、エネルギー活用

しかし、
愛媛県内子町 藤岡林業
森林林業の機械化は進み始め、若者も入りつつある
平均年齢28歳
作業はすべて機械
残業手当、退職金制度、土日休暇、昇給・賞与あり
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出典：エネ庁「エネルギー白書平成28年度（データは2015年度）」より竹林作成 供給と消費数値は概数で、ずれがある

エネルギーフローバランスと分野別消費

資源投入量 19,800PJ（約５億kl)  
最終消費量：68％、全損失：32％

全損失分金額：約6.2兆円
電気を作るだけで42％も消費

その金額：約8.2兆円

CO
2

カーボンニュートラルな
再エネ資源で小規分散
「電気と熱の同時生産」
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エネルギー代金の構図

出典：右図は平成29年版環境白書資料より、他竹林作成

比率 自治体数

１０％以上 約３８０

５～１０％ 約１２００

０～５％ 約１００

黒字 約７０

地域内総生産に対する
エネルギー代金が占める
比率（2013年度）
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過疎地ほど比率は上がる！

化石燃料輸入額
2014年 25.6兆円
2015年 19.5兆円
2016年 20.8兆円

海外流出燃料費
を国内循環へ 原油であれば、

産油国へ

地域内総生産額の5～15%が地域外へ
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地域でも同様に考える、外部
落下傘事業は利益の大半を域外に

20兆円
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A自治体

A自治体

電力会社
石油会社

油
電気

大規模集中型
発電/焼却場

地産地消
熱電エネルギー併給センター

小規模
自立分散型

地域内
経済循環

タウンマネージメント

原油
中近東

地域総生産額
×（５～15％）

➺これからは
自治体と住民

が主役 AI IoT

地域エネルギーを基軸にした地場産業づくり、まちづくり

Ａ
自治体

約20兆円を
化石燃料資源国へ

http://search.yahoo.co.jp/r/_ylt=A2RCnof_ALRZMTUADB.DTwx.;_ylu=X3oDMTFsNTFybXF2BHBhdHQDZ2dsBHBvcwMxBHByb3ADZ2lzZWFyY2gEcXADBHNjA0RSBHNlYwNzYwRzbGsDaW1n/SIG=14qb2rs60/EXP=1505069759/**https:/search.yahoo.co.jp/image/search?rkf=2&ei=UTF-8&gdr=1&p=%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A+%E7%B5%B5
https://www.bing.com/images/search?q=%e6%97%a5%e6%9c%ac%e5%9c%b0%e5%9b%b3&id=95C9578BD24B94CE78338C864132983957F312C7&FORM=IQFRBA
http://search.yahoo.co.jp/r/_ylt=A2RCnof_ALRZMTUADB.DTwx.;_ylu=X3oDMTFsNTFybXF2BHBhdHQDZ2dsBHBvcwMxBHByb3ADZ2lzZWFyY2gEcXADBHNjA0RSBHNlYwNzYwRzbGsDaW1n/SIG=14qb2rs60/EXP=1505069759/**https:/search.yahoo.co.jp/image/search?rkf=2&ei=UTF-8&gdr=1&p=%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A+%E7%B5%B5


＊ネットワークに接続されたコンピューター資源を有効利用するグリッド・コンピューティングと同様、
スマートメーターで家庭や企業を結んだ電力網で電力を効率よく供給するエネルギー供給網

＊家の外から家電操作、電気は無論、都市ガスや水道もネットワーク検針し、ピークシフトも
＊現在の電力供給は、大型発電所から家庭や企業への一方向の電力供給だが、スマートコミュ
ニティグリッドでは、双方向に電気を流せるようにして、家庭や企業が再エネ分散熱電併給システ
ムによるクリーンなエネルギーを、余分なものは不足している地域に供給

＊AI/IT技術と組合わせ、電力供給のバランス調整し、真夏の消費電力を抑制したり、利用の
少ない時期は、発電所での無駄な電力生産を抑えるなど、CO2の削減にも効果大

http://sgforum.impress.co.jp/https://www.tainavi-switch.com/contents/204/

村でも町でも、小規模分散電源による
スマートコミュニティグリッドの時代へ
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群馬県上野村 木質による熱・発電施設における事例

残念ながら、日本には
国産小型ガス化炉がない

12

熱電併給施設は赤字運営だが、
キノコセンター、森林、ペレット工場
などは黒字。全体では黒字となり、
村民は理解し納得
「連結決算で、見る！」

余剰

熱・電力
の販売

独）ブルクハルト社
熱 270kW
電力180kW

熱・電力
販売

出典：上野村神田前村長、黒澤村長、佐藤補佐、三枝氏よりのヒアリングより竹林作成

面積 182km2 森林率 95％
人口 1230人(U,Iターン 250名、高齢化率43％）
村予算 34億円 公債費率 10.7 総生産額 63億円
村外へのエネルギー流失額 4.6億円（7.3％）
産業：山林伐採 製材 家具 ペレット生産 農産物

地域内で 人 物 金が回る仕組み

12億円の経済を回し、150人の雇用
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高山市 しぶきの湯熱電併給事業フロー

飛騨高山グリーンヒート（合資）
木質熱電併給システム運営会社
設置先：しぶきの湯敷地内
燃 料 ：木質ペレット
発電と設置先への熱供給

【未利用材】
3,500～
8,000円/t

年間約2000t
1200万円 【ペレット供給】

35,000円/t
年間約900t
△3150万円

【売 電】
単価40円/kWh

売電量1,192MWh/年
約4770 万円

【熱販売】
単価9.7円/kWh
77%代替熱供給
量1,146MWh/年
約1100万円

飛騨高山の森林
未利用材

森林率92％

株）木質燃料
ペレット燃料製造

中部電力
売電先

【CO2排出権販売】？
280t-CO2×（仮）3000円/t

約80万円

灯油削減量
約11.3万L/年

海外からの購入
約4万L/年に
約320万円

人件費、減価償却、運転維持管理費
など △約2270万円

海外へ

市建設・運営委託
しぶきの湯
熱供給

出典：飛騨高山グリーンヒート合同会社谷淵社長ヒアリングより竹林作成

木の駅プロジェクト
「積まマイカー」
による定期収集

手元に約530万円
市内経済循環 約4000万円

チップのみ外販
6400円/t

CHP販売
28000円/t
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ドイツ・マウエンハイム村（バイオマスエネルギー事業イメージ）

化石系燃料
（30万L 20万€）

電力
（50万kWh 10万€）

100世帯
430人

-30万
€/Y

他30世帯

化石系燃料
（9万L −6万€）
電力
（15万kWh −3万€）

‐9万€/Y

熱供給シュタットベルケ会社
（出資者：住民+企業）

-約24万€

-約7万€

バイオガスCHP 500kW
（+チップボイラー+天然ガスボイラー）

原木伐採搬出
チップ生産

中近東へ

地域熱利用
70 世帯

糞尿

電力（35万kWh）

‐7万€ ‐5.6万€

収入74万€ 出支25万€
減価償却（12年)約30万€/y
運転維持管理/運送/建築

出典：株）いしずえ発行「キロワットアワー・イズ・マネー」村上敦著より竹林図式化作成（数値は参考）

海
外
へ
の
資
金

流
失
削
減

お金が村内で回る



運転経費の約6割が燃料費

燃料
費

58％

運転維
持費
27％

資本
費
15
％

出典：グラフは平成28年度
木質バイオマス利用支援体制構築事業より
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燃料代が鍵

１．運転経費に占める約６割内外が燃料代
２．採算性を上げるには燃料代調達費を如何に

下げるかがポイント、地域内調達が原則
３．建設にかかる資本費は少ないので、確実に

8000時間/年稼働する設備を導入する燃料代
58％

参考
海外:チップ価格：12円内外

ペレット価格：24円内外

送電ロス
２％

排熱

原油 約240m㍑/1kW発電

石炭 約350g

LNG 約130ｇ

丸太 約3.5kg

人力 約16hr自電車を漕ぐ



木材バリューチェーン 地域内で事業収益55％所得30%税収15%を

川上から川下①～⑤まで調和を取り
・材木量と金の入出が合う
・各パートが連携協力
・各パートでバリューを上げる

全体でバリューを上げる

20171120竹林作成

②運搬

養鰻

温室

温浴

プール

食品

防災

エネルギー利用
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①A,B,C,D材生産

造林
伐採/間伐森林

搬出 土場

路網

ガス化熱電併給所

ストーブ
ボイラー

熱
電気

⑤
エ
ネ
ル
ギ
ー

チップ
ペレット

オガ粉
薪

④燃料
生産

C/D材

燃料利用

ペレット生産

チップ生産

③製材生産

建築用材

集成材

合板

ボード

用材利用

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&docid=PUiMnf17kP3dUM&tbnid=tdGjukNP8-anwM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www18.ocn.ne.jp/~sakurayu/&ei=o4Z3UtH4JcfdkAWywID4Dg&bvm=bv.55819444,d.dGI&psig=AFQjCNHibnHXqxzvUaSVnA66zPDLtLQNLw&ust=1383651288188062
http://www.google.co.jp/url?sa=i&source=images&cd=&cad=rja&docid=34jmFckailh73M&tbnid=VsNluRXfKZoOPM:&ved=0CAgQjRwwAA&url=http://www.jtbonline.jp/dom_yado/shisetsu/photo-4320081.html?43200810001270080&ei=PId3UoKuGIyXkgXihoDgDg&psig=AFQjCNFsAvn8cCPsLb9c33R8w1OyknS_Mg&ust=1383651516442859
http://wbi.main.jp/
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&docid=uKTDwqHXftKlYM&tbnid=QQv4lFUfRuerZM:&ved=0CAUQjRw&url=http://www.narasino.net/bousai/center.html&ei=qIh3UtyIIMaDkwXT04Eo&bvm=bv.55819444,d.dGI&psig=AFQjCNEPEFQR4dl07nodHAUIr-tTF39a6A&ust=1383651834785098
http://wbi.main.jp/pic/lnk_8.jpg
http://www.google.co.jp/url?sa=i&source=images&cd=&cad=rja&docid=H2zQRj0HQuaxyM&tbnid=kS6QuHqnZPoeyM:&ved=0CAgQjRwwAA&url=http://www.e-rix.jp/eco_boiler01.html&ei=qnF3UqiQNYaLkgWu_YCgBA&psig=AFQjCNGelbK7nG2TEJFfKyiVgxKDg05SyQ&ust=1383645994916042


欧米諸国のエネルギー戦略方向性
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化石燃料から再生可能エネルギーへ

未来の子供たちへのエネルギーとは

省エネ+再生可能エネルギー 地産地消+自律＋分散
（自立）

＊RE100（世界では９０社参加、日本数社）

＊SDGs （国連主導17目標）

＊ESG投資（Environment Social Governance)

＊CSV投資 (Creating Shared Value）

＊パリ協定（2015年 COP21 2℃目標）

＊各国政府ビジョンと政策

1916年西横山水力発電所完成
2017年約２MW水上PV発電所
サプライチェーンでの再エネ比率の向上を重視

40M
W

ゴミ・糞尿バイオガス燃料バス

バス64km/人年（ゴミ糞尿）

石油や石炭火力から、投資撤退の世界金融

https://www.bing.com/images/search?q=%e3%82%a2%e3%83%83%e3%83%97%e3%83%ab+%e3%83%ad%e3%82%b4+%e7%94%bb%e5%83%8f&id=3165E8E881561D4AECE3E7748EAB7D3F4C06843E&FORM=IQFRBA
https://www.bing.com/images/search?q=%e3%83%9e%e3%82%a4%e3%82%af%e3%83%ad%e3%82%bd%e3%83%95%e3%83%88+%e3%83%ad%e3%82%b4+%e7%94%bb%e5%83%8f&id=81AD9AA1AD0C455DDE0BE1366F94952269A39B92&FORM=IQFRBA
http://www.microsofttranslator.com/bv.aspx?from=en&to=ja&a=http://there100.org/johnson-johnson


意義：①温暖化防止と資源保全 ②自給率向上、安定供給 ③生
物多様性保全 ④国土（防災）と水質の保全 ⑤地域経済
向上 ⑤住民参加型地域活性化…協創社会形成へ ⑥エネル
ギー地域自律分散化 ⑦生き甲斐・遣り甲斐を…居場所/役割

やる意義と基本・方向・目的

基本：自助・共助・公助
いつでも、どこでも、車座で
中立、市民と地場企業と行政の一体的推進

方向：固体と湿潤バイオマス資源による再生可能エネルギー創出
脱炭素社会のまちづくり
再エネを町中に 町にお金を回し元気に！

目的：そこにある、裏山の域内エネルギー資源を活用し
「エネルギーを基軸にまちの活力（お金）を生み出し、うねりに！」

数値： 少なくとも市内住民の消費熱の30％を自前で
消費電気の15％を地元再エネで生産
少なくともエネルギー施設所有権利の50％は地元市民、企業で
そのエネルギー資源材料の60％以上は市内の農林業や住民から

18



（1）自治体関与による「地域事業者」と「専門人材の育成」への支援無し
（2）再エネへの積極的な取組とインフラ整備への支援、地域内循環型

地産地消発電がない
（取組み易く、理解しやすい太陽光発電が主で、バイオガス、地熱、

木質、ゴミ・蓄糞による発電が少ない）
（自治体自らが大口需要家となり、出資もする必要がある）

（3）エネルギーの多角的事業展開が欠かせない
（太陽光主体の発電で、他省エネ診断、エスコ事業は実施はされ

ているが、燃料ガス供給はもとより、熱供給も無く、更に、水道、
廃棄物、交通管制、ウーバーなども）

（4）地域事業を推進できるための規制緩和、２MW以下の発電は
優先系統連系接続が必要

（5）小規模畜糞バイオガス、木質熱電併給事業などへのファイナンス
の仕組みが無い

（6）設備・工事費が高い、熱グリッド形成が出来ていない

地産地消エネルギー事業…多くの課題

19

自治体がこれまで通り、住民への
公共サービスのフルサービスが出来る時代ではなくなった

竹林作成
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「地域による出資」
「地域内社員の雇用」

「エネルギーを基軸に地場産業づくり」
「地域内エネルギー需給管理、販売管理」

地域でお金を回す 地域新電力事業に重要な４項目

地域資源による熱と電気の生産・販売 🔁 地域創生への土台

＊小規模電気単体事業は、大勢の雇用や大幅な利益が期待できない
＊電気も熱も使い切り、特産品開発、養殖、植物工場、介護、温浴施設

道の駅複合施設化、老人見守り、医療・福祉施設などと地場産業との
複合化がポイント…且山の上流へも進出 （CO2の温室利用なども）

＊小規模エネルギー事業は、高度なマーケティングは不要、市民が参加
しやすく、電気販売の営業活動が不要…国と言う顧客が決まっている

＊20年間という売り上げが確保されている
＊自治体全公共施設へ熱電供給による冷暖房、給湯などにより、採算性の

向上を図る

事業着手に 七原則、そして当事者意識と事業をやり抜く
覚悟と、やる気のある方々や応援する方々が居るか！

お金を回す、
利益は

域外へ出さない



木質バイオマス熱電併給導入七原則

１．木質燃料の確保
2000kW（２MW）で原木2.2万t/y
発電設備１kW当たり年間 11tが必要
近隣から原木、チップなどを調達
調達先との有効な関係性構築

２．電気を送る線の確保
現状中部電力の電線を使う権利確保

３．立地（用地）の確保
４．熱利用計画

収支を大きく変動させる
５．行政、近隣住民との良好な関係構築
６．良いコンサルの確保
７．資金は地域内調達を旨とする
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森林面積率67％、木材材積量55億m3、
成長率1.5億m3/年…伐り出しは約0.3億m3

バイオマス系廃棄物1.5億t/年

脱炭素社会設計/脱化石燃料

2500万ｍ３
最盛期 8000万m3
7年後予想燃料800万m3必要

林業 0.25兆円
木材産業 2.5兆円



ブランド農産物
（米・麦・豆・野菜等）

CO2固定
森林保全

堆肥利用
減農薬栽培

生ごみ

可燃ごみ

工業産廃

都市部

都市系ごみ

電気
熱ｴﾈﾙｷﾞｰ

家畜糞尿

農業廃棄物

地方農村地域

木質系廃棄物

樹木・草本・農作物

電気
熱ｴﾈﾙｷﾞｰ

再生可能ボード（木工品等）

ポリ乳酸製造システム

精製・加工

リグニン抽出 糖化ウッドプラスチック

Agricu
Chemi

農薬、医薬品

化粧品、洗剤

食品添加物、食用油脂

ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ

ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ
生産

将来水素

バイオ
ガス

堆肥化施設

再資源炭化施設

都市・産業からの廃棄物

メタン発酵施設

木質ガス化熱電併給

市民生活からの廃棄物

農林・畜産廃棄物中の
バイオマス資源

鉱物資源代替工業分野

資源用バイオマス
育成分野

燃料電池

バイオマス発電

マイクロガスタービン

分散型熱電供給
コンプレックス

バイオマスリファイナリー
産業コンプレックス

アルコール発酵

廃棄物産業分野

廃棄物産業分野

山林や農地で生産される
バイオマス資源

生分解性
プラスチック

22C1化学へ

バイオマス産業コンプレックス

電気
熱ｴﾈﾙｷﾞｰ

燃料
メタノール
エタノール ガス化炉

電気
熱ｴﾈﾙｷﾞｰ
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資金集めは大変
覚悟ある事業主が地域内地元密着型の金融機関と協議、協働、二人三脚
加えて生協的に市民出資協力も（おらが発電所に）

補助金頼みは
事業性が甘くなり
必死とならないので知恵も工夫も出ない
安易な事業運営となりやすい
他力本願は上手くゆかない

事業計画と運営は
主体は地域の方（外部は支援、協力…大手落下傘は×…利益の大半は外へ）

事業への再投資ができるようなものに

最後に … 覚悟・行動が無ければ、じり貧へ

公共が事業を行う場合は…参考はドイツのシュタットベルケもどきに、従来型三セク×
これまで、儲けが主体ではなかったが
これからは公共も税収が減り、市民へフルサービスなど出来ない時代
従い、しっかり採算重視へ転換せざるを得ない事を覚悟…高い経営意識を
稼ぐ、維持管理が続く公共インフラに
公民連携、稼いで、公共インフラを支える…民は高い公共意識を

（呼び水程度は仕方ない）



以下参考資料
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×

エネルギー
利用効率

エネルギー

機器効率

・燃焼効率

・エンジンの動
力変換効率

= ×

社会システム
効率

・税制
・建築規制
・安全基準

ライフスタイル
効率

・価値観
・流行
・教育

・文化的側面

エネルギー利用効率は、上記の３つ要素のかけ算できまる。
社会システム効率やライフスタイル効率は改善の余地が多い。

が研究されていない。（ノルガ－、デンマーク工科大学）

25出典：株式会社システム技術研究所 槌屋所長資料 へ竹林加筆

現在の3倍に 再生可能エネルギー2倍導入
物質循環システム導入

エネルギー利用効率向上
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地域での
価値創出

地域内のすべてを活かして地産地消を
地域での価値の上昇を目指し、地域内でお金を廻す、利益は外へ出さない

＝（地域内労働力で）雇用を増やす…人口の1%/y
+

（地域資本で金を回す）志金、信金活用、地銀
+

（地域資源活用）人材、木材、ゴミ、畜糞
+

（地域にある知恵活用）皆で工夫

☆求めすぎず、持続性を
人の絆、繋がり、信頼、「人の幸福は人間だけでは得られない」
あらゆる生物、森林、自然とともにあってこそ

☆お金だけではない価値を反映させられるような事業や地域の構築を
（貨幣経済以外の社会的コストも含め・金融資本主義から里山資本主義へ）
☆世界は 「SDGｓ ESG投資 CSV」への流れ
☆発電事業は、上流の森林林業から用材、端材利用などの下流までの全体の
流れの中の一部に過ぎない。発電事業の部分最適化は木質産業に合わない
山からエネルギ化までのバリューチエーンの中で最適化を

直ぐやれること！すぐ効果がみえること！小さなことの積み重ねから！スタート



地域の経済再生と社会インフラの維持・活性化言う視点

【１】 これまで、地方は、都市型産業の支店の役割り

(1) 大量生産・大量消費によって支えられた産業と市場

(2) 地方の役割りは 安い地価と労働力の提供

(3) グローバリゼーションによりこの役割りは途上国に移行

(4) 国内の地方都市には役割がなくなった

【２】 いま、 地域経済の衰退と自治体の財政破綻

（１）都市型産業の小さな出先では最早成立しない

（２）雇用の場の減少、税収不足による自治体の財政破綻

（３）自治体公共サービスが出来ないと消滅都市へ

【３】 これから、 本来の地域地場経済おこしを

（１）自ら消費財とエネルギーの生産と余剰物資の都市への市場形成

（２）域内複合地場産業による循環経済化…地域維持と活性化へ

地域産業の衰退 ☞ 農業含め、固有の地場産業育成へ

大量生産・大量消費経済の行き詰まり→気ままな消費、市場経済の限界
農業社会で実現されていた自然資源を組み込む経済の復活

市場経済を基盤とした工業社会の限界
過剰な製品や労働をも商品とする工業社会からの脱却

27

地
域
で
経
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を
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す

竹林作成
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① 主体性が損なわれることなく、自治体が関与協力することは大変
重要、しかしこれまでの第三セクターの二の舞にならぬよう
自主・適正な経営を行う

② 熱供給パワーが要る。一定規模でないと認可が降りない、道路横断
熱導管の認可、近隣建屋での電力融通、高額託送料金、これらの
改善、規制緩和が

③ 地域エネ事業は、電力競争（コスト競争）に陥らないように主体的
意識をもち、金では買えない価値も考え、地域エネ・セキュリティー、
雇用創出、地域ファンド・
信金活用、地域資金
循環等の視点を持ち、資
金投入を

地産地消型事業化要点

賢明自治体から
賢い地方創生を！

地域内
拠点企業

地方
自治体

ノウハウ
ある企業

地域内建設
工事事業者

地
域
外

参
加
者

主出資
出資

出資
地域エネルギー
事業者

需要者

電気/熱
自治体

大口ユーザー

工事/保守維持ＥＰＣ

配当配当

配当

地方金融
等を含め

支払

地域内が鍵
全国企業数の

99％は中小企業
雇用者数70％

市
民

28
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地域密着型エネルギー事業と市場経済重視型事業

201709竹林作成

規模

燃料材

燃料形状

燃料水分率

燃料収集範囲

参考

燃料材価格

FIT＊

熱電比率

冷却水

炉型式

発電端効率 ガス化炉：23～30％　焼却炉：24％内外　ORC：20％内外

送電端効率

特徴

ガス化炉：21～29％　焼却炉：18％内外

循環流動床焼却炉：27～35％　ストーカー焼却炉23～30％

発電端効率から大凡5~8％減

この範囲はガス化炉が主流。熱を多く必要とする場合はORC方

式。焼却タイプはまれ。エネルギー地産地消は2000kW以下で、

熱を利用しやすい。地域材を使い、お互いがが目に見える形で、事

業参加も多く、地域内で経済的循環が行われ、域外への資金流

失を抑えられる。

大型は燃料材を大量に集める必要があり、ここが課題。集まる見込

みが薄いと海外から輸入せざるを得なく、燃料価格も不安定で、原

油輸入と変らない。また、大型は大量の熱が得られるが、熱需要と

ほとんどマッチングしない。発電所地元は大量の材を供給するのみ

で、経営参画もなく、地域には資金が循環せず、利益はほとんど域

外へ流れ、FIT終了後の稼働も保証されていない。

ガス化炉:25 ～400ｋW（複数台2000kWもあり

ORC：600～2000ｋW　　　焼却炉：1000～2000ｋW
循環流動床焼却炉が主、ストーカー焼却炉もある

原木4000～7500円/m3 チップ2.3万円/t内外

ペレット3.5万円/t内外

原木5000～8500円/m3  PKS1万円内外/t

輸入チップ1.8万円/t内外　 輸入ペレット2万円/t内外

概略２：１　（ORCは４：１）
発生熱量があまりに多く、熱量しきれない例がほとんどであるが、

工場プロセス用、またはコンバインサイクルに蒸気を利用

40円/kW 2万kW未満：24円/kW    2万kW以上：21円/kW

温水化循環利用 冷却水は必要、冷却施設用

小規模分散型(地域密着） 大規模型（市場経済重視）

5000～7.5万ｋW

国内50ｋｍ前後 国内50～150Km、カナダ、ベトナム、インドネシア、マレーシアなど

木質 木質、PKS、石炭と木材

チップ、ペレット チップ、ペレット、微粉状

ガス化炉：8～13％　　　焼却炉：チップ25～45％ チップ：35％～50％　　ペレット１０％内外　　PKS15～45％

＊2017年9月以降 未利用材、および一般材

？

やるなら2MW以下



地域停滞打破 ☞ 「自助努力+地方へ、民間へ任せる」

１．地方自治体、民間企業、市民がSDGｓ、温暖化、再生エネルギー
を学び、地域づくり/エネルギー/温暖化を自分事として捉え、行動を

２．「中央の力に出来るだけ頼らず、地方で多様性と自律性に富んだ
分権的な地域システム形成」を

３．一極集中は、地方行政や民間の自律性、多様性を放棄させている
中央の「役所人・企業人・市民」も地方へ出かけよう

４．地方は、中央の方、様々な方を受け入れ、取り込む力が必要
「独自の地域伝統・文化と人材の多様性が地方の大きな資源」を認識
中央の方、年齢、男女、学歴、外国人、障害のある方など関係なく
参加し、多様な人材による、再エネによるまちづくりの場、実践を
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■地域ゼロエミッション社会の実現
地域に賦存する各種バイオマスの活用により
CO2を削減
■地域経済循環社会の実現
エネルギー費用の地域内循環による地域
活性化

■地域バイオマス資源有効活用社会の実現
森林環境税を有効活用した林業再生
■SDGs地域社会の実現
持続可能な開発目標（SDGs）を活用した
地域づくり

コストが見合うレベルでバイ
オマスを活用した場合の効
果を、自治体レベルのエネ
ルギー消費金額とGDPの
割合等を用いて、CO2削
減量、外貨（移出額）削
減効果、地域での経済波
及効果を求めて評価する。

持続可能な
開発目標（SDGｓ）

実現社会

森林環境税の
有効活用による

森林再生

地域経済循環分析
+地域経済分析システム

（RESAS)と連携（見える化）

CO2削減
効果測定

（LCAなど)

バイオマス賦存量・利用可能量
及びコストデーターベース

バイオマス利用技術
及びコストデーター

森林状況把握と概略計画のためのソフト
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きのこセンター内へガス化CHP建設理由 ⇒ 大きな熱需要があったこと

きのこ空調栽培は、生育環境を整え、収穫量、大きさ、肉の厚さなど品質が一定
しかし生産管理が必須。特に生産棟内の厳密、細心な温湿度管理が最大ポイント

熱利用は大きく分けて二つ ⇒「菌床殺菌用」 と 「生産棟での冷暖房空調用」
生産施設の熱需要施設:28棟（菌床発生用15棟、加温抑制用1棟、培養12棟用）

生産棟内の管理温度 ⇒ 約20℃

熱需要パターン ⇒ ①「発生棟と加温抑制棟」：主に冬季12～3月の4ヵ月
間の暖房と6～9月までの4ヶ月間の冷房それ以外の中

間期は日中冷房・夜間暖房
②「培養棟」：培養熱の影響で、3～12月までの10ヶ月
間は冷房を必要。11月、12月、3月は夜間冷え込んだ
場合は暖房に自動切り替え

③これまで：乾燥廃菌床を燃料とした温水ボイラー
（350kW）を冬季床暖房用に利用。厳寒期の熱不足時、

電気式空冷ヒートポンプ空調機（冷房能力1,210kW、
暖房能力1,540kw）から暖房追加

上野村発電所ときのこセンターとの熱電供給関係
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森林整備

市場出荷

エネルギーの地
消

地元産オガ粉の供給

バイオマ
ス
ボイ

ラー

針葉樹・広葉樹の活用
森林組合が
住宅材に加工

エネルギーの地
産

ペレットの供
給

きのこセンターへ電力供給

きのこセンターへ熱供給
（冷暖房利用）

廃菌床のエネルギー利用

エネルギーの地
産

森林資源の地消

原木の供給

木工品材料

林家収入

木材代金の還元

※広葉樹林の20年サイクルでの再生利
用

群馬県上野村作成国土保全

燃料炭・土壌改良材の生
産

畑地
還元

ペレット工
場

伐
採
・
搬
出
・
運

搬
原木の伐採、搬出経費について、

公的な補填制度があれば、この循環
において、全ての事業の採算性が向
上し、林業の再生が可能。
特に、伐採、搬出が困難な広葉樹の
補助制度の拡充が切実な願い。

ペレットス
トーブ

ペレットボイ
ラー

ホテル・温泉

一般家庭

農業用ハウス暖房

バイオマス発電

オガ粉工場

きのこセン
ター

木炭センター

木工業

元気な林家
美しい森林

上野村エネルギーの地産地消が、雇用を生み、経済が巡る
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売上 5,000万円

木材市場

4,000万円

市場出荷 5,000m3

国・県
補助
特に

広葉樹へ

国土保全 森林整備

原木木炭センター

売上 1,000万円 雇用２名

廃菌床利用 雇用1名

バイオマス
ボイラー

木炭熱
利用

きのこセンターコストダウン △1,000万円

きのこセンター

売上 3.7億円
雇用 60名

オガ粉販売 1,100万円

原木供給 ペレット用 4,800m3
オガ粉 900
予備 500

計6200
ペレット生産 1,600t
オガ粉生産 1,500m3
売上 5,800万円 雇用 4名

オガ粉工場＋ペレット工場

木工品材料

木工売上 1億円
雇用創出 14名
自営 10名

木工房

原木仕入1,750万円
+村外仕入3,000m3 

製材1,800m3 270万円

林家収入

元気な林家 美しい森林

上野村 12億円の経済を回し、150人の雇用を生む

売上6,200万円
雇用 2名

森林組合製材所

製材用 A・B材 2,000m3

市場出荷 A・B材 5,000
ペレット用 C材 2,000
ペレット用 広葉樹 1,500
オガ用 広葉樹 900
ペレット用 製材端材 1,800

熱270kW/発電180kW 
売上 発電 2,100万円

熱 1,100万円
管理：きのこセンター 0.5人

平成27年4月 稼働開始

木質ガス化熱電併給施設

熱供給（熱：冷暖）

電力供給

作業道・路網整備
5,000万円

下刈・獣害防止事業
1,000万円
雇用10名

ペレット販売
930t

売上2,300万円

原木伐採・搬出・運搬
9,000m2 1億円

雇用創出 25名

ペレット販売
670t

売上2,400万円

出典：上野村作成資料に竹林加筆修正

エネルギー地消

しおじの湯
やまびこ荘

ヴィラせせらぎ

ペレットボイラー

雇用創出 30名
売上 3.6億円

ペレットストーブ
100台

一般家庭

農業ハウス・福祉施設暖房

ペレットボイラー

ホテル・温泉
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高山市 しぶきの湯熱電併給事業
発電所名称 ：飛騨高山しぶきの湯バイオマス発電所
事業運営 ：飛騨高山グリーンヒート合同会社
運用営業開始：2017年5月8日
定格発電 ：165kW
定格熱量 ：260kW
燃料 :ペレット 約1000t/y

建設費総額
2億円（熱導管含め）

補助
県：森林環境税

2,500万円
市：企業誘致助成金

1,690万円

数か所の木の駅への支払代金の一部は地域通貨で

出典：飛騨高山グリーンヒート合同会社谷淵社長ヒアリングより竹林作成
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高山地域資源流出のデメリット

出典：高山市内での検討 谷淵庸二氏資料より

※メンテナンスなどで資金流出する前の条件で

チップ事業 オンサイト発電

条件 発電用チップとして地域外へ販売
地域内で木質燃料を利用

（高山を参考として）

燃料製造 20,000t（含水率50％w.b.） 885t（含水率8％w.b.）

必要原木 25,000t（含水率60％w.b.） 2,036t（含水率60％w.b.）

原木費用
150,000千円

（原木6,000円/tとして）

12,216千円

（原木6,000円/tとして）

地域内収入
160,000千円

（チップ8,000円/tとして）

58,771千円

（高山事業計画より）

地域内資金循環

（原木1t当り）
6,400円/t-原木 28,866円/t-原木

4.5倍

木質燃料の場合

発電用チップとして地域外販売 地域内で木質燃料利用

6,400円/t  原木 28,866円/t 原木

支払い費用 支払い費用

市内市外
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２．原木調達範囲
近隣での原木調達に大変な苦労
林野庁の指針は、最適50㎞圏内、最大100㎞圏内である
しかし、現在100㎞を超える高山市外の大手発電事業者が市内で原木を調達して
いるため、市内小規模発電事業者が原木を地域内資源として活用しにくい
指針がある以上、少なくとも100㎞圏外からの未利用木材の調達については、FIT
対象外とすべきと考える。
対象とするなら、13円/kWhなど価格を下げることを検討

１．系統連系枠
高山事例：系統接続許可時の条件

４～6月 土日祝日はAM８時から18時 接続不可
9～10月 土日祝日はAM８時から18時 接続不可

逸失稼働時間 46日×10hr=460h
逸失収入 電力290万＋熱90万＝380万円 燃料、他を引き➺約200万円
この認可条件は、系統接続枠に空きが出てきたとしても、締結している連系枠
は解除されず、枠が空いているにも関わらず契約更改が困難と言う理不尽

この間運転停止

高山での課題



現 在 将来、木質エネ循環が行えると

出典：阿久根市平成29年調査資料より

2.9万円に
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阿久根市の地域内の経済循環イメージ



キーワード
①「便益」…特定の企業や特定の産業だけが利益を得るのではなく、
市民や国民・世界の全体が公平に恩恵を得られる利益を得ること
化石燃料の削減➸燃料費削減、大気汚染・健康被害の抑制、輸入依存度低減、

自然保護、（紛争回避、自給率向上）
CO2削減➸異常気象の抑制（地球温暖化対応）、生態系への影響
その他➸雇用創出など

FIT賦課金上昇は「国民負担」が喧伝されるが、上記の便益概念が無視、忘れ
去られている
採算コストのみを議論していることに大きな警告を鳴らす必要あり

②「外部コスト」…市場取引の価格に反映されないコストのこと
＊農薬野菜、廃棄物・危険物不法投棄、開発途上国での児童強制労働や

環境保護無視の鉱山開発などは外部コスト未払いとなる
＊再生可能エネルギー分野では、再エネと石炭火力の外部コスト比較では、

一対百 景観や騒音などの費用も頭に入れる
＊外部コストを総コストへ加算すると、原子力発電、石炭火力も発電コストは

大幅に上昇

再生可能エネルギー導入による「便益と外部コスト」
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ここを目指す！

約束された事業！

FIT☞（Feed-in)「入れ込む」+Tariff（電気の）価格」
通常、発電した電気の買取価格は需給バランスで決まるところを、

再生可能エネルギー導入にかかるコストを買取「価格」に「入れ込む」制度

注意：発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に基づく
証明の無いものについては建設資材廃棄物として取り扱う
その他バイオマスには、農作物の収穫に伴って生じるバイオマスを含む

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
（目的）
第一条この法律は、（中略）、電気についてエネルギー源としての再生
可能エネルギー源の利用促進し、もって我が国の国際競争力強化及び
我が国産業振興、地域活性化その他国民経済の健全な発展に寄与
することを目的とする。

40



事
業
計
画
作
成

立
地
・
設
備

電
力
会
社
と
事
前
相
談

電
力
会
社
特
定
契
約
申
込

電
力
会
社
接
続
検
討
依
頼

エ
ネ
庁
事
業
計
画

認
定
申
請

21.6万円、3ヶ月以内

1ヵ月

電
力
会
社
検
討
回
答

意
思
表
明
書
提
出

電
力
会
社
検
討
・
工
事
設
計

工
事
費
負
担
金
算
出

接
続
契
約
締
結

工
事
費
負
担
金
支
払

エ
ネ
庁
か
ら
事
業

計
画
認
定
を
貰
う

試
運
転

竣
工

着
工

設
備
発
注

資
金
調
達

調達期間
カウント開始

木
質
燃
料

確
保

熱
利
用
計
画

木質バイオマス熱電併給施設FIT申請への概略フロー
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固定価格買取制度

ガイドブック
（エネ庁窓口新エネ課）
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ご当地電力会社
（売電事業）



再生エネルギーセンター

高齢・身障者
福祉施設等

周辺地域

周辺地域

地区

エネルギー

指導

エネルギー
利用

利用

労働提供

顧客

体験

再エネによるまちづくり利用計画:農業と環境と福祉の視点

地域農業

道の駅物産販売

出荷

施設園芸

集客
（周辺自治体）

①生産農場

（施設園芸）

温浴施設（クアハウス）

体験農場

指導 利用

体験

利用

② ③

③

42



地域バイオマス資源利活用とハード面からのまちづくり

出典：洸陽電機資料より

43



44
44

長期大幅エネルギー削減の絵姿（まちのイメージ）

バイオジェット機 EV FCV 水素社会 蓄電池 充電ステーション 種々再エネ設備
ZEH HEMS ZEB BEMS VPP 地域熱供給 スマートコミュニティー
スマートグリッド EMS アンシラリーサービス カーシェアリング ソーラーシェアリング
加えて、AIとIoTとのコネクトは必須

Key Word:

出所：環境省作成の図へ竹林加筆


